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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（別添２）

　沖縄振興特別措置法案の概要

Ⅰ　総則

１　目的

沖縄の特殊事情にかんがみ、沖縄の振興の基本となる沖縄振興計画を策定

し、沖縄振興計画に基づく事業の推進等特別の措置を講ずることにより、沖

縄の振興を図り、沖縄の自立的発展に資するとともに、豊かな住民生活の実

現に寄与することを目的とする。

☆　２　施策における配慮

沖縄の地理的・自然的特性を考慮し、産業活動及び住民生活の基礎条件の

改善、文化的所産の保存・活用、環境保全、良好な景観形成、豊かな生活環

境の創造に努める。

Ⅱ　沖縄振興計画

・沖縄県知事が沖縄振興計画の案を作成し、内閣総理大臣が同案に基づき計画

を決定する。

・沖縄振興計画においては、振興の基本方針、産業の振興、職業の安定、教育

及び文化の振興、科学技術の振興、福祉の増進及び医療の確保、国際交流及

び国際協力の推進、情報通信の高度化、駐留軍用地跡地の利用、離島の振興、

環境の保全、社会資本の整備等に関する事項等のほか、圏域別の振興に関す

る事項を定める。

　　・沖縄振興計画は、１０箇年を目途として達成されるような内容とする。
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Ⅲ　産業の振興のための特別措置

　　１　観光の振興

☆  　(1) 観光振興計画

・沖縄県知事が観光振興計画を作成するものとする。

・観光振興計画には、観光振興の方針、観光旅客の来訪の促進に係る方針、

観光地の魅力の増進、観光旅客の受入れ体制の確保等の事項を定めるほ

か、観光振興地域の区域、利用者利便増進事業に関する事項及び環境保

全型自然体験活動の推進に関する基本的な方針についての事項を定める

ことができる。

　　　・計画期間は５年以下とする。

(2) 観光振興地域

観光振興地域において新増設される特定民間観光関連施設について、課

税の特例等の措置を講ずる。

☆　　(3) 国際観光振興会は、外国人観光旅客の沖縄への来訪の促進のための海外

における宣伝及び国際会議等の誘致の促進のために必要な措置を講ず

るよう努めなければならないものとする。

☆　　(4) 沖縄内を移動する観光旅客を対象とする共通乗車船券に係る運賃又は料

金の割引について手続の特例を設ける。

☆　　(5) 一般乗合旅客自動車運送事業又は一般旅客定期航路事業についての利用

者利便増進事業の認定等の特例を設ける。

☆　　(6) 環境保全型自然体験活動に係る案内及び助言を業として行う者は、保全

利用協定を締結し、適当である旨の認定を受けることができる等環境保

全型自然体験活動の推進を図る。
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(7) 沖縄型特定免税店

沖縄から本土へ出域する旅客が空港内の旅客ターミナル施設において購

入した物品又は観光振興地域内の輸入品販売施設で購入し空港内の旅客タ

ーミナル施設で引渡しを受ける物品について関税を免除する。

(8) 航空機燃料税の軽減

本土・沖縄本島路線に係る航空機燃料税を軽減する。

２　情報通信産業の振興

☆　　　(1) 情報通信産業振興計画

・沖縄県知事が情報通信産業振興計画を作成するものとする。

・情報通信産業振興計画には、情報通信産業振興の方針、情報通信産業

の立地の促進、情報通信産業を担う人材の育成等の事項を定めるほか、

情報通信産業振興地域及び情報通信産業特別地区の区域についても定

めることができる。

・計画期間は５年以下とする。

(2) 情報通信産業振興地域

情報通信産業振興地域において新増設される情報通信産業又は情報通信

技術利用事業の用に供する設備について、課税の特例等の措置を講ずるこ

とにより、情報通信産業の振興を図る。

☆　　　(3) 情報通信産業特別地区

情報通信産業特別地区において、課税の特例措置を講ずることにより、

情報通信産業の集積の牽引力となる特定情報通信事業を行う企業の立地を

促進する。
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☆　３　産業高度化地域

主務大臣が、沖縄県知事の申請に基づき、産業高度化地域を指定し、課税

の特例等の措置を講ずることにより、産業高度化事業を行う企業の立地を促

進し産業の高度化を図る。

４　自由貿易地域等

・主務大臣が、沖縄県知事の申請に基づき、自由貿易地域及び特別自由貿

易地域を指定し、課税の特例等の措置を講ずることにより、産業及び貿

易の振興を図る。

☆　　　・特別自由貿易地域活性化事業を実施する法人の事業について、地方税の

課税免除等を行った場合の減収補填措置を講ずるとともに、国等の援助

のための規定を設ける。

☆　５　金融業務特別地区

主務大臣が、沖縄県知事の申請に基づき、金融業務特別地区を一を限り指

定し、課税の特例等の措置を講ずることにより、金融業務の集積を促進する。

６　農林水産業の振興

☆　　　・沖縄県知事が農林水産業振興計画を作成するものとする。

・農林水産業の振興の方針、農林水産業に係る技術の研究開発及び普及、

農林水産物の加工及び流通の合理化、農林水産業を担う人材の育成及び

確保、農林水産業の振興を図るために必要な生産基盤の整備等の事項を

定めることとし、国及び地方公共団体は、同計画に基づき、必要な措置

を講ずる。

・計画期間は５年以下とする。

　　７　電気の安定・適正供給

電気の安定かつ適正な供給の確保のため、課税の特例等の措置を講ずる。
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８　中小企業の振興

☆　　　・経営革新による経営の向上の促進が沖縄経済の振興に資すると認められ

る業種に属する事業を行う中小企業者について、課税の特例等中小企業

経営革新支援法の特例を設ける。

☆　　　・厳しい経済的環境の影響を受け、生産額の減少等が見られる業種であっ

てその経営基盤の強化を図ることが沖縄経済の振興に特に必要である業

種に属する事業を行う中小企業者について、課税の特例等の措置を講ず

る。

　　　・国及び地方公共団体は、沖縄の中小企業の振興のために必要な資金の確

保その他の援助に努めるものとする。

☆　９　沖縄振興開発金融公庫の行う新事業創出促進業務

沖縄振興開発金融公庫が、沖縄における新たな事業の創出を促進するため

に必要な資金の出資を行うことができる等の措置を講ずる。

Ⅳ　雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定のための特別措置

☆　　・沖縄県知事が雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定に関する職業安

定計画を作成するものとする。

・職業安定計画には、職業の安定を図るための施策の方針、雇用の促進、人

材の育成その他の沖縄の労働者の職業の安定を図るための施策等の事項を

定め、国等は、同計画に基づき沖縄の労働者の雇用の促進等の措置を講ず

る。

・計画期間は５年以下とする。

・沖縄失業者求職手帳を発給し、手帳所持者に対し就職指導等の必要な措置

を講ずるとともに、雇用・能力開発機構は、沖縄の失業者の再就職の促進

等に関し必要な業務を行うものとする。

☆　　・地域雇用開発促進法に基づく地域の要件を沖縄において緩和する等の特例

措置を講じ、同法に基づく助成及び援助の措置を講ずることができるもの

とする。
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Ⅴ　文化・科学技術の振興及び国際協力等の推進

☆　　(1) 沖縄の文化の振興を図るとともに、沖縄の文化の振興に関する施策の総

合的な推進を図るための方針を作成するための規定を設ける。

☆　　(2) 沖縄における科学技術の振興を図るとともに、国際的に卓越した教育研

究を行う大学院を置く大学その他の教育研究機関の整備・充実等必要な

措置を講ずることにより、科学技術水準の向上に努めるものとする。

☆　　(3) 国は、沖縄の国際化に係る施策の推進に努めるものとする。また、国際

協力事業団は、沖縄における開発途上地域からの技術研修員に対する研

修の実施その他の必要な措置を、国際交流基金は国際文化交流を目的と

する催しの実施その他の必要な措置をそれぞれ講ずることにより、沖縄

の国際協力及び国際交流の推進に資するよう努めるものとする。

Ⅵ　沖縄の均衡ある発展のための特別措置

(1)医療及び福祉の向上のため、無医地区における医療の確保及び離島におけ

る高齢者の福祉の増進のための措置を講ずる。

(2)離島の振興のため、交通の確保、小規模校における教育の充実、旅館業に

係る課税の特例等の措置を講ずる。

Ⅶ　駐留軍用地跡地の利用の促進及び円滑化のための特別措置

☆　１　駐留軍用地跡地の利用に関する基本原則等

(1) 国、県、跡地関係市町村は密接な連携の下、跡地の有効かつ適切な利用を

促進するよう努めなければならない旨の規定を設ける。

(2) 国は、跡地の有効かつ適切な利用を促進するため、必要な財政上の措置そ

の他の措置を講ずるよう努めなければならない旨の規定を設ける。
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(3) 県、跡地関係市町村は、跡地の有効かつ適切な利用を促進するため、整備

計画の策定その他の措置を講ずるよう努めなければならない旨の規定を

設ける。

☆　２　大規模跡地の指定等

(1) 大規模跡地（市街地の計画的な開発整備を行うことが必要と認められ、か

つ、原状回復及び開発整備に長期間を要し、沖縄の振興の拠点となると

認められるもの（規模要件等を政令で規定））の指定、国の取組方針の策

定、県総合整備計画の策定のための規定を設ける｡

(2) 特定跡地（開発整備を行うに当たって原状回復に相当の期間を要し、計画

的な開発整備が沖縄の振興に資すると認められるもの（規模要件を政令

で規定））の指定、市町村総合整備計画の策定のための規定を設ける｡

☆　３　大規模跡地給付金の支給等

(1) 大規模跡地の円滑な利用を促進し、市街地の計画的な開発整備に伴う所有

者等の負担の軽減を図るため、返還日の翌日から引き続き３年を超えて、

当該土地を使用収益していないときは、返還日の翌日から３年を経過し

た日から、当該所有者等の申請に基づき、大規模跡地給付金を支給する

こととし、支給の限度となる期間その他必要な事項は、政令で定める旨

の規定を設ける。

(2) 特定跡地の円滑な利用を促進し、原状回復に相当の期間を要することに伴

う所有者等の負担の軽減を図るため、返還日の翌日から引き続き３年を超

えて、当該土地を使用収益していないときは、返還日の翌日から３年を経

過した日から、当該所有者等の申請に基づき、特定跡地給付金を支給する

こととし、支給の限度となる期間その他必要な事項は、政令で定める旨の

規定を設ける。
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Ⅷ　沖縄振興の基盤の整備のための特別措置

沖縄振興計画に基づく事業について、国の負担又は補助の割合の特例、国の

直轄事業の特例等の措置を講ずる。

Ⅸ　沖縄振興審議会

　　　沖縄振興審議会の設置その他の必要な規定を設ける。

Ⅹ　附則

　　１　沖縄振興特別措置法は平成１４年４月１日から施行する。

２　沖縄振興特別措置法は１０年で失効するものとする。

☆　３　平成１４年度に限り羽田―沖縄離島（宮古島・久米島・石垣島）路線に係

る航空機燃料税の軽減措置を講ずる。

４　県産酒類に係る酒税、揮発油税及び地方道路税の軽減措置を延長するため

の沖縄復帰特別措置法の一部を改正する規定を設ける。

　　　　　(注)：輸出物品販売場に係る課税の特例の延長については、政令で措置。

５　沖縄県における駐留軍用地の返還に伴う特別措置法を平成２４年３月３１

日まで延長するための規定を設ける。

　　６　その他必要な経過措置等の規定を設ける。

（注）☆印は新法において新たに措置するもの


